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は じ め に

１９９０年代に入り，それまで独占状態にあった

中国の電気通信市場に競争原理が導入される過

程で政府がどのような役割を果たしてきたかを
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《要 約》

１９９４年に中国電信（China Telecom）の独占状態にあった電気通信業が，中国聯通（China Unicom）

の新規参入による独占打破を経て，競争が進むかに思われたが，その後も中国電信による事実上の独

占状態が続いた。そのため，この状況を解消すべく，１９９９年２月に中国電信の事業別４分割を盛り込

んだ「中国電気通信業改革案」が策定された。

この中国電信の再編案策定過程は，第１に電気通信業の所管官庁である信息産業部ではなく，朱鎔

基総理など国務院指導者の影響を強く受けたこと，第２に国務院の指導者の強い影響を受けながら，

最終的には信息産業部が自らに有利な再編案を策定したことから，国務院指導者と信息産業部が主要

アクターであり，両者の駆け引きがポイントとなる政治過程としての特徴を有する。

国務院指導者が中国電信の再編の方向性として事業別独立分割を打ち出したのは，電気通信業改革

が単なる業界の問題ではなく，国有企業改革，WTO加盟，国家情報化ネットワーク構想の推進など

の外部の圧力にさらされて，中国電信の再編が，社会の圧力や国際的な要求を考慮しなければならな

かったから，すなわち電気通信業改革が政治化したからだった。他方，信息産業部にとって中国電信

の再編は所管官庁としての権力リソースの維持と大きく関わっており，固定電話事業の分割をも含ん

だ国務院指導者の意向を覆し，自らに有利な中国電信の事業別独立４分割案を策定することができた

のは，電気通信業という専門性の高さを全面に押し出し，国務院指導者らの説得に成功したからであ

った。

本稿では，中国電信の再編案の策定過程を分析し，電気通信業改革の政治化の状況と，信息産業部

が国務院指導者との駆け引きを通じて中国電信の事業別４分割を決断するに至る政治過程を明らかに

する。
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明らかにすることは，中国の計画経済システム

から市場経済システムへの転換過程における政

府の役割の変容の一端を解明することに寄与す

ると考える。本稿では，１９９０年代後半，中国の

電気通信市場を事実上独占していた中国電信

（China Telecom）の再編案の策定過程を分析し，

国務院指導者と信息産業部の役割を明らかにす

ることを目的としている。

１９９０年代後半，中国の電気通信業界は，中国

電信と中国聯通（China Unicom）の２社体制に

あった（注１）。しかし，電気通信市場は中国電信

による事実上の独占状態にあった。これには，

電気通信業の所管官庁である郵電部による中国

聯通に対するさまざまな規制が働いていたこと

が背景にあった。他方，ユーザーの間では加入

料や通話料などが大きな負担になっていること

に対し不満が高まっていた。これについても，

市場の独占が原因であると考えられた。こうし

た状況から，電気通信業改革が争点に上った。

１９９８年３月，中国の中央政府にあたる国務院

の機構改革が行われ，郵電部は改組され，新た

に信息産業部（日本語では「情報産業部」，本稿

ではこれを含め機構名はすべて中国語のまま使用

する）が電気通信業の所管官庁となった。しか

し，郵電部と信息産業部では機能は異なった。

郵電部は電気通信業全体の政策立案や業界の許

認可などの行政管理機能（政）だけでなく，計

画経済システムの遺産ともいえる企業の経営を

直接管理する機能（企）も有していた。つまり，

「政企不分」の状況にあった。しかし，市場経

済化を反映し，信息産業部は前者の機能のみと

なり，これにより電気通信業における「政企分

離」が完了したといわれた。そして，改革の焦

点は中国電信の再編にうつり，事業別独立４分

割を盛り込んだ「中国電気通信業改革案」が１９９９

年２月に発表された。

中国電信の再編では，信息産業部は，中国電

信を事業別に分割し，国の全額出資による中国

電信集団公司の下にグループ化することで，市

場の独占を維持し，中国電信集団公司の経営管

理機能を確保し，政企分離の骨抜きをもくろん

だ。しかし，信息産業部の意に反し中国電信を

事業別に独立４分割するという再編案が決定さ

れた。

この中国電信の再編案策定過程が政治過程と

して特徴的である第１の点は，電気通信業の所

管官庁である信息産業部ではなく，国務院指導

者の影響を強く受けた点である。

ここで国務院指導者として想定しているのは，

総理，副総理，国務委員（副総理級）である。

１９９８年３月以降，国務院のトップである総理に

は朱鎔基が就いていた。朱鎔基は，中国共産党

の最高意思決定機構である党中央政治局常務委

員会委員（当時，党内序列１位から７位で構成）

であり，共産党内の序列３位という政治的に極

めて高い地位にあった。さらに総理をサポート

するために当時４人の副総理と４人の国務委員

がいたが，そのうち筆頭副総理の李嵐清は党中

央政治局常務委員会委員であり，その他の副総

理も中央政治局委員（当時，党内序列１位から２２

位で構成）だった。副総理と国務委員の８人は，

それぞれが複数の担当分野をもち，責任を負っ

ている。しかし，その担当分野は明文化されて

いるわけではなく，その時々の状況で変わった。

電気通信業については，呉邦国副総理が担当し

た。他方，所管官庁のトップである信息産業部

長は呉基傳だが，彼は党中央委員会委員（党内

序列１位から２５０位くらいまでで構成）にすぎな
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かった。このように総理や担当副総理と信息産

業部長との間には，共産党内の序列で明らかな

差があった。

電気通信業に国務院指導者の関心が高まった

のはこれが初めてではない。１９９４年７月の中国

聯通設立に至る過程で，設立を求める電子工業

部とそれを阻止しようとする郵電部が対立した。

杭州商学院教授で規制問題の専門家である王俊

豪は，国務院がこのとき「仲裁者」の役割を演

じた［王俊豪主筆１９９９，１６５］として，国務院

指導者が官庁間の調整の役割を果たしたことを

示唆している。しかし，本稿が取り上げる中国

電信の再編では，国務院指導者は「仲裁者」で

はなく，再編の内容にまで踏み込んで関与し，

再編の方向性を決定づける「当事者」だった。

第２の特徴は，再編案策定過程が国務院指導

者の影響を受けるなかで，信息産業部が最終再

編案を自らに有利に導いた点である。国務院指

導者は再編案の策定にあたり，電気通信市場の

独占を打破し，競争メカニズムを機能させるた

めに中国電信を独立分割することを念頭に置い

ていた。これに抵抗できなくなった信息産業部

は中国電信を事業別に独立４分割することで事

態を収拾しようとした。これにより信息産業部

は基礎電気通信網（注２）の管理を維持することが

できるため，政企分離が進むなかで所管官庁と

しての権力リソースを維持できると考えた。

再編案策定過程における国務院指導者と信息

産業部の関係については，国家発展計画委員会

（以下，国計委）マクロ研究院価格研究所研究

員の王学慶が，市場参入の統制権（中国語で「管

制権」）は直接国務院に属する。市場参入の１

つととらえられる中国電信の４分割では，信息

産業部や国計委などは自らの案を提出するだけ

で，国務院がそれを参考にする。最終決定権は

国務院にあり，国務院によって直接掌握され，

組織的に実施されたと説明した［王２００４，７７］。

また国家発展改革委員会（２００３年の機構改革で

国計委から改組された）体制改革与管理研究所

の黄雲鵬は，参入の監視管理（中国語で「監管」）

は国務院が行い，信息産業部や国計委などでは

ない。中国電信の４分割に対する決定権（中国

語で「決策権」）は完全に国務院にあり，信息産

業部などその他の政府部門には建議権があるだ

けであると説明した［黄２００６，２２９］。しかし，

これらは状況を説明したにすぎず，国務院指導

者が「当事者」となった背景を素通りし，また

信息産業部の影響力を過小評価している（注３）。

所管官庁ではない国務院指導者が策定過程に

強い影響力をもったのは，彼らが何らかの外部

の圧力にさらされたからだと考えるべきである。

すなわち，電気通信業改革が，単なる電気通信

業界内部の問題であるだけではなく，社会の圧

力や国際的な要求を考慮しなければならなくな

った，つまり電気通信業改革が政治化したこと

を意味している。他方，そうした状況下でも，

信息産業部が国務院指導者の意向を覆し，自ら

に有利な再編案へと説得させることができたの

には，電気通信業の専門性の高さが決定的な要

因であったということができる。

中国の政治過程に関するまとまった代表的な

先行研究として，リーバソールとオクセンバー

グが三峡ダム建設などのエネルギー政策を事例

に官僚組織の影響を分析した［Lieberthal and Ok-

senberg１９８８］。三宅康之は，財政制度改革など

１９８０年代の経済政策を事例に中央と地方の相互

依存関係を分析した［三宅２００７］。下野寿子も

１９８０年代の対外開放初期の外資導入をめぐる中
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央における対外開放派と計画経済派の関係，中

央と広東省など地方の関係を分析した［下野

２００８］。中央官庁の分析としては，国分良成が，

国家計画委員会の構造と機能の変遷について分

析を行っている［国分２００４］。こうした研究成

果は１９９０年以前，すなわち市場経済化が本格化

する前の時期を対象としている。

本稿では，中国電信の再編案の策定過程を分

析し，電気通信業改革の政治化の状況と，信息

産業部が国務院指導者との駆け引きを通じて中

国電信の事業別独立４分割を決断するに至った

政治過程を明らかにする。これは，１９９０年以降

の市場経済化が本格化していく時期を対象にし

ている点で，いくらかの学術的貢献ができるだ

ろう。なお，１９９０年以前との比較については，

稿を改めて議論することとしたい（注４）。

Ⅰ 中国電信の再編に至る経緯

１．事実上の中国電信の独占状態

最初に，１９９８年までの中国の電気通信業の状

況を確認しておきたい。

中国では，１９４９年以降の計画経済システムの

もと，他の産業界でも，政企不分，すなわち所

管官庁が行政管理機能だけでなく，業界を構成

する国有企業の経営を直接管理する機能をも有

していた。電気通信業界は，中国電信の前身で

あり所管官庁である郵電部の内設部署に位置づ

けられていた電信総局が唯一電気通信サービス

を提供していた。このことは，郵電部自身が独

占的に企業経営を行っていたことを意味してい

た。別の見方をすれば，郵電部は電信総局を通

じて電気通信市場での独占を維持するための電

気通信政策を自ら実施してきたのである。

しかし，１９７８年以降進められた改革・開放政

策のもとで，あらゆる産業界で規制緩和され競

争原理を導入し市場化を進めるために，政企分

離，すなわち所管官庁を含む政府の行政管理機

能と国有企業の直接的な経営管理機能を分離し，

政府は企業の生産経営に直接介入せず，企業自

身が生産経営を管理することが進められてきた。

そして電気通信業も規制緩和の流れに無縁では

なかった。１９８０年代後半，急速な経済発展にと

もない通信需要が急増する一方，供給能力不足

が深刻なものになり，経済活動に影響を与えて

いた。その原因として政企不分のもとで，事実

上郵電部が市場を独占している点が指摘され，

郵電部に対する批判が展開された（注５）。これに

対し，郵電部は１９９４年５月に電信総局を分離し，

中国電信として法人登記することで，政企分離

の体裁を整えた。そして同年７月には，電子工

業部を中心として，専有網を保有する電力工業

部，鉄道部のほか１３の地方政府，金融機関など

が出資して設立された中国聯通が新規参入し，

独占が打破された。こうして，中国の電気通信

市場に中国電信と中国聯通の２社による競争状

態が生まれたのである。

その後中国の電気通信業は発展し，１９９８年末

の中国の固定電話加入者数は８７４２万，携帯電話

加入者数が２３８６万で，それぞれ対前年比で２４パ

ーセント増，８１パーセント増と大きく増加した。

しかし，中国電信の独占状態はその後も続いた。

中国聯通は郵電部によって固定電話事業を許可

されなかったため，事業開始を１９９８年７月まで

待たなければならなかった。他方，中国聯通の

主要事業であった携帯電話事業のシェアは全体

の６パーセント，ページャー事業（ポケベルの

こと）も５．３パーセントを占めるにすぎず，中

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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国電信の競争相手として機能していなかった。

他方，加入料や月額基本料，通話料が高いとい

う価格面でのユーザーの不満も大きくなり，そ

れは中国電信の独占が原因であるとマスコミも

たびたび報道した。こうした社会的な批判が高

まり，電気通信業改革が社会的なイシューとし

て浮上することになった。

２．信息産業部の機能

１９９７年９月に開かれた中国共産党第１５回全国

代表大会（以下，第１５回党大会）で国務院機構

改革が提起され，１９９８年３月に開かれた全国人

民代表大会で改革案が採択された。

国務院機構改革の目的は大きく２つあった。

ひとつは肥大化した組織数，人員の削減であり，

もうひとつは政企分離を完成させ，政府の職責

を確定することにあった［佐々木２００１］。

この機構改革で，それまで電気通信業の所管

官庁であった郵電部は，電子情報製品製造業と

ソフトウェア業の所管官庁であった電子工業部

と統合され，ハード，ソフト，ネットワークを

所管する信息産業部に改組された（注６）。信息産

業部の職責，内設機構数，職員数は，日本の各

省庁の設置法に相当する省庁ごとに定められる

「三定案」により規定されていた。三定案は，

国務院により公布されることで，法規と同様の

権威を有するものとなる（注７）。ここで信息産業

部の職責を整理し，機構改革により電気通信業

の所管官庁としての職責が郵電部に比べどう変

わったかをみておこう。

電気通信業についていくつかの旧中央官庁か

ら信息産業部に移譲された職責は，（１）旧国家

無線電管理委員会，およびその辧公室の行政機

能，（２）旧国務院信息化領導小組，およびその

辧公室の行政機能，（３）旧広播電影電視部（日

本語で「放送映画テレビ部」，以下，広電部）の放

送テレビ伝送網（ケーブルテレビ網を含む）の統

一計画と業種（中国語で「行業」）管理，放送テ

レビ伝送網の技術体制と標準を組織し制定する

行政機能（注８），（４）航天（日本語で「宇宙」）工業

総公司の通信ラジオ衛星網の発展計画と技術体

制の行政機能，（５）旧国防科学技術工業委員会

の衛星軌道位置の国内での協調機構，（６）旧国

家計画委員会が参与する公衆通信業務料金の管

理，基本通信業務料金徴収標準の制定機能であ

る。

複数の官庁に散在していた電気通信業にかか

わる職責が信息産業部に集中されたことで，所

管官庁としての電気通信業に対する行政管理機

能が強化されたといえる。特に，（３）にある「放

送テレビ伝送網（ケーブルテレビ網を含む）の統

一計画と業種管理」の行政機能は，後述するケ

ーブルテレビ網の電気通信業への参入をめぐり，

信息産業部が国家広播電視総局（本機構改革で

広電部から改組され，日本語では「国家放送テレ

ビ総局」，以下，広電総局）と対立していること

から，注目しなければならない。

その他，参入制限については，経営許可証の

発行権限を有し，資源配分では電話番号だけで

なく，新たに周波数とインターネットのドメイ

ンの割り当て権限を有することになった。相互

接続については，接続と料金精算の方法の制定

権限と監督権限が明記された。価格については，

すでに述べた（６）のとおりである。こうした規

制権限について，信息産業部は郵電部よりも幅

広く有することになったといえる。

他方，信息産業部になって，所管官庁として

失ったものも大きかった（注９）。それは，企業に
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対する経営管理機能である。撤廃されたおもな

機能としては，国家電気通信主幹網の建設と経

営管理という企業機能が電気通信企業，あるい

は電気通信企業集団に移譲された。また投資管

理権と財務管理権，幹部管理権，そして郵電部

直属の企事業の国有資産価値の保持と拡大に関

する管理・監督機能も失った。これにより，信

息産業部は，制度上，中国電信と中国聯通の企

業経営に対する直接的な管理機能をほとんど失

ったといえる。しかし，信息産業部の三定案に

は，国有企業の再編を指導し，企業集団を設立

する権限が盛り込まれた。また，おもな電気通

信企業の財務報告・支払，企業間精算の規則・

制度を研究，制定する「経済調節与通信精算司」

の設置が，信息産業部が企業の財務管理に関与

しようという意向をもっていることを示してい

た。そのため，国務院機構改革による電気通信

業の政企分離に対する評価は分かれた（注１０）。

Ⅱ 中国電信再編案の策定過程

信息産業部の発足により，電気通信市場の事

実上の独占を続ける中国電信の再編に対する社

会的な期待も高まり，現実味を帯びることにな

った。

１９９８年３月の発足後，信息産業部は，国務院

の指示により，中国電信の再編案の作成をスタ

ートさせ，同年９月に国務院に提出した。その

後，国計委，国家経済貿易委員会（経貿委），

財政部，中国人民銀行，国家証券監督管理委員

会，国家工商管理局，国務院経済体制改革辧公

室（体改辧）から意見が出され，総理，副総理，

国務委員，信息産業部を含めた上記関連官庁ら

が参加する総理辧公会議において少なくとも４

回にわたり議論され，第４回目の１９９９年２月１４

日の総理辧公会議で最終決定された［李１９９９b，

２２―２３］。

中国電信再編案は総理辧公会議が審議の場と

なっており，その策定過程には所管官庁である

信息産業部のほかに国務院指導者が大きく関わ

った。そのため本節では，２月１４日に最終決定

される中国電信再編案の策定過程を分析し，信

息産業部と国務院指導者の関わり方を明らかに

する。

１．信息産業部の当初案の策定過程とその狙い

最初に，１９９８年９月に国務院に提出される信

息産業部の改革案（以下，当初案）の策定過程

を分析し，信息産業部がどのような改革を目指

していたかを明らかにしておく。

信息産業部では，周徳強副部長をトップとす

る再編案作成組が設置された。このなかで中心

的な役割を担ったのは政策法規司の劉彩司長

（日本の中央官庁の局長に相当）だった。

信息産業部は中国国際金融公司に再編案の作

成を委託した。中国国際金融公司は，中国初の

合弁投資銀行であり［李１９９８，１６］，１９９７年に

中国電信が香港株式市場と米国ニューヨーク株

式市場に上場した際，米国ゴールドマン・サッ

クス社と共に幹事会社となり，財務顧問となっ

た。また後述する中国電信のページャー事業の

分割にあたっても，中国国際金融公司は財務顧

問に就くなど，中国電信と業務上の関係が強か

った。また１９９６年から世界の電気通信業の発展

に関する研究を進めていた。そして中国の電気

通信業についても，１９９７年初めに，元国家経済

体制改革委員会経済体制研究所副所長で，当時

香港澳海金融控股有限公司（注１１）董事長顧問の王

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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小強を中心とする中国社会科学院経済文化研究

中心の電信産業課題組に研究を委託していた。

その際，ゴールドマン・サックス社も資金を提

供した（注１２）［中国社会科学院経済文化研究中心主

編２０００，６］。

中国社会科学院経済文化研究中心電信産業課

題組は，１９９８年５月１４日，香港澳海金融控股有

限公司や中国社会科学院経済文化研究中心と関

係の深い民間機構である「産業フォーラム」（中

国語で「産業論壇」）が主催する「中国電気通信

業発展戦略研究討論会」（以下，討論会）におい

て，「中国電気通信業の発展戦略」をはじめ８

本の研究報告を行った（注１３）。これらの研究報告

が，中国国際金融公司に提出された最終報告の

内容とほぼ同じものと推測される。研究報告で，

王小強は，「現在中国の電気通信業が優勢を保

っているのは統一された基礎電気通信網が整備

されているからであり，競争を強調するあまり

優勢を分散させてはならない」と述べ，信息産

業部が基礎電気通信網を統一的に管理し，電気

通信企業がそれを借り受けて電気通信事業サー

ビスを提供するという基礎電気通信網の管理と

サービス提供の分離を主張した（注１４）。

王小強らの最終報告をもとにして，中国国際

金融公司は１９９８年５月末までに，信息産業部に

「中国電信再編報告」を提出した。この報告は，

中国電信の再編案を５つ提示した。すべては明

らかになっていないが，そのうちの２つの案，

すなわち事業別に分割した後，それらを（１）中

国電信集団公司が全額出資するグループ企業に

する案と，（２）信息産業部が出資し直接傘下の

企業にする案が信息産業部の高い評価を受けた

［李１９９９b，２３］。

同月，国務院指導者の指示により，信息産業

部は中央機構編制委員会，国務院法制辧公室と

合同でアメリカとカナダ，イギリス，ドイツな

どに視察団を派遣し，電気通信管理体制の視察

を行った。そして，同年６月末，視察団は国務

院の関連責任者に対し視察報告を提出した。そ

の後，国務院指導者は，信息産業部に対し，電

気通信業界自体の再編と中国電信の分割を含め

た改革案の策定に着手し，できるだけ早く提出

するよう指示した［銭・張・葉２００１，１０７（注１５）；

李１９９９b，２２；本書編委会２００８，３１８］。

この６月末の国務院指導者の指示は，再編案

の策定過程のひとつの転換点となった。１９９８年

５月の討論会での王小強らの研究報告の内容は，

その後関係者の間に広く伝わっており，当然国

務院指導者の耳にも入っていたはずである。ま

た国務院指導者は信息産業部に海外視察を指示

している。そうした状況から判断して，６月末

の国務院指導者の指示は，国務院指導者と信息

産業部との間に中国電信の再編に対する見解の

違いが存在したことによるものと推測される。

ひとつは，分割後の企業をグループ化するのか，

それとも独立させるのかという点での違いであ

る。もうひとつは分割方法で，事業別か，それ

とも地域別かという点での違いである。

前者について，信息産業部は，中国電信の企

業形態をどうするかという企業内改革を想定し

ていたのであり，中国国際金融公司が提出した

２つの再編案を支持したことからも明らかなよ

うに，中国電信を事業別に分割した後もそれら

を国が全額出資する集団公司，または信息産業

部自身の傘下でグループ化することを想定して

いた（注１６）。これに対し，国務院指導者は，電気

通信市場の競争状態を生み出すために，独立分

割を想定していた。
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後者について，信息産業部は事業別分割を想

定していた。作成グループの中心人物である劉

彩司長は，１９９８年４月に作成したアメリカのAT

&Tの分割について分析した報告書のなかで，

AT&Tの地域別分割は失敗だったと結論づけて

おり［劉・冷・韋１９９８］，改革案作成開始当初

から事業別分割を念頭に置いていたことが推測

される。これに対し，国務院指導者は，信息産

業部に対し，地域別分割を主とするAT&Tの分

割を進めたアメリカの視察を指示しており，少

なくとも分割方法について事業別か地域別かで

揺れていたことが推測される。そこには国計委

マクロ研究院価格研究所研究員の王学慶の影響

が少なからずあったと思われる。王学慶は，同

研究院に設置された中国電信の独占を打破する

ための案を考える課題グループの中心人物だっ

た。王学慶らは，５つの改革案を提出したが，

そのなかで国務院指導者に大きな影響を与えた

のが，中国電信の「解体」案だった（注１７）。その

方法として，ひとつの長距離電話事業といくつ

かの地方ごとに市内電話事業を分割する方法や

総合事業会社としていくつかの地方会社に分割

する方法などを挙げ，統一的なネットワークを

地方ごとに分割することを含めた大胆な地域別

分割を掲げた［『中国改革報』１９９９年４月１２日］。

そのため，６月末の信息産業部に対する国務院

指導者の指示は，単に作成のスピードアップを

求めたのではなく，地域別分割を含めたさまざ

まな可能性の検討を求めたものと推測される。

国務院指導者の指示を受けたものの，その後

も信息産業部の方針は「政企分離を行えば，電

気通信業がさらに競争システムを導入すること

に有利である上に，国家主体の電気通信企業の

全体的な実力を保持し，国際電気通信競争の必

要に適応することにも有利である。かなり大き

な改革の力を有し，電気通信業の特徴と現段階

の中国電信の発展の実際の状況に一致すれば，

順を追って一歩一歩進み，平穏に移行する」

［銭・張・葉２００１，１１０］というもので，必ず

しも国務院指導者の意図を汲んでいたとはいえ

なかった。６月のアメリカ視察で，米国連邦通

信委員会（FCC）から「現在，情報ハイウェー，

インターネットや電子商取引，情報ネットワー

クや多くのそれらの応用システムは，米国全土

そしてグローバルなものであり，電気通信の経

営範囲を地域分割にすることは弊害が多く，利

益は少ない」［本書編委会２００８，３１８］との言質

を得たことも，信息産業部にとって自らの主張

の有力な根拠となった。

その後，１９９８年９月２日に信息産業部の呉基

傳部長が上海市国民経済・社会情報化工作会議

で行った講話でも「ひとつの実力のある統一的

な国家主体の電気通信企業を保持しなければな

らない」，「国家全体の利益と国際市場競争に直

面する高度から出発して，国家主体の電気通信

企業の全体的な実力を保持しなければならな

い」と述べた［『人民郵電』１９９８年９月８日］（注１８）

ことは，この時点でも信息産業部が中国電信の

事業別分割後のグループ化を想定していたこと

をうかがわせる（注１９）。

２．総理辧公会議での当初案の却下

信息産業部は９月中に，国務院に中国電信の

再編案（当初案）を提出した。その内容は，中

国電信を事業別に４分割し，そのうちページャ

ー事業と衛星通信事業を独立分割させ，固定電

話事業と携帯電話事業を中国電信集団公司のも

とにグループ化するというものだった［銭・

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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張・葉２００１，１１０］。信息産業部は，携帯電話事

業とデータ通信事業の急速な発展期を迎えるな

かで，それらの伝送網も固定電話網を基礎に成

り立っているため，しばらくは固定電話事業と

携帯電話事業を国家主体の電気通信企業である

中国電信集団公司の傘下にとどめることを提起

した［本書編委会２００８，３１８］。そこには，主要

事業ではないページャー事業と衛星通信事業を

独立分割させるだけで独占批判をかわし，中国

電信集団公司を設立することで政企不分の批判

をかわし，実際には中国電信集団公司の独占的

な出資者になることで，電気通信企業の経営に

介入できることから行政管理機能と企業経営機

能を維持しようとする所管官庁としての信息産

業部の意図があったとみることができる。

しかし，こうした信息産業部の意図を国務院

指導者は見抜いていた。朱鎔基総理と呉邦国副

総理は，国務院に正式にこの案を報告する前に，

関連部門が信息産業部とは異なる意見を含むさ

まざまな意見をもっと聞くべきであると書面で

指示した（中国語で「批示」）［本書編委会２００８，

３１８―３１９］。この指示から，朱鎔基総理と呉邦国

副総理が信息産業部の当初案に否定的な見解を

もっていたことが推測される。

両者の指示を受け，１０月１３日に国務院副秘書

長の石秀詩が主催する座談会が開かれた。これ

には，国計委，経貿委，財政部，信息産業部，

広電総局，中央機構編制委員会，人民解放軍総

参謀部通信部，航天総公司，中国聯通の責任者，

電気通信の専門家が出席した。そして，（１）政

企分離の原則，すなわち企業を市場の主体とし，

信息産業部は全国の情報産業の管理部門として，

業種を公開，公平，公正に監督管理すること，

（２）中国電信を地域分割しないこと，（３）ひとつ

の有力で主体的な電気通信企業を維持し，国家

主体の電気通信網を維持すること，（４）同時に

さらに独占を打破し，競争メカニズムを広く導

入し，公平で秩序ある競争環境を作ることを確

認した［本書編委会２００８，３１９］。

ところで，中国電信の再編は再編案策定過程

当初から社会的なイシューとなっていたわけで

はなかった。当時月刊誌だった『財経』が，１９９８

年９月号から１１月号まで，北京大学の周其仁教

授による「３つのネットワークの複合数社のネ

ットワークによる競争」と題する電気通信業改

革に関する論文を連載し［周１９９８a，b，c］，そ

の後周其仁の主張が新聞や雑誌でたびたび紹介

され，電気通信業改革関連の報道，とりわけ信

息産業部批判の報道が増え（注２０），中国電信の再

編が社会的イシューとして浮上した（注２１）。周其

仁は『財経』の連載で，前述の１９９８年５月の討

論会での信息産業部を支持する王小強の主張と，

後述するケーブルテレビ網を利用して電気通信

業への参入をもくろむ広電総局テレビ映像情報

網センター・ネットワーク工程部の方宏一主任

の主張を分析し，共に官庁利益の代弁者にすぎ

ないと一刀両断にし，電気通信網とケーブルテ

レビ網，インターネットを電気通信インフラと

して利用し，数社による完全な競争状態を作る

ことで，現在の独占による弊害を解消すること

ができると主張した。

１９９８年１１月３日，２回目の総理辧公会議が開

かれ（注２２），関係官庁のほか，中国人民解放軍総

参謀部通信部や中国聯通などの責任者，そして

専門家らが参加した。この会議では，中国電信

を事業別に分割することは支持されたものの，

当初案は却下された。その際，特に朱鎔基総理

が強く反対した［舒２０００，２１］。その理由は，
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分割方法にあった。信息産業部がページャー事

業と衛星通信事業のみの独立分割を提起したこ

とに対し，競争促進のためには成長分野である

携帯電話事業の独立分割も不可欠であるとする

意見が多く出された［李１９９９b，２３］。

次回の総理辧公会議までに対応を迫られるこ

とになった信息産業部は，再編案の再検討に入

った。１１月１８日に劉彩司長は『財経』を仲介と

し，信息産業部政策法規司のメンバーと共に専

門家と意見交換を行った。参加した専門家は，

北京大学の周其仁，汪丁丁，張維迎の各教授，

国務院発展研究中心の陳小洪研究員，中国国際

金融公司の高級経理らだった。このうち，周其

仁は固定電話事業も市内電話事業と長距離電話

事業に独立分割させ，さらに市内電話事業を地

域単位で独立分割し，完全な競争状況を作るべ

きとの見解をもっていた。また陳小洪は会社法

に則った分割のプロセスは複雑で，混乱を避け

慎重な再編を主張していた。そして中国国際金

融公司の高級経理は上場したばかりのNTTが

大株主としてドコモ（携帯電話会社）を子会社

化している日本を例に挙げ，携帯電話事業の独

立分割に否定的な見解をもっていた［李１９９８，

１６；１９９９b，２３］。こうした異なる意見をもった

専門家を一堂に集め，意見交換会を開いたこと

からも，劉彩が総理辧公会議への対応に苦慮し

ていたことがうかがわれる（注２３）。

他方，国務院辧公庁は，中国国際工程咨詢公

司に対し，独自の再編案を作成するよう直接委

託した。これは辧公庁の独断ではなく，信息産

業部だけには任せられないと判断した朱鎔基総

理，もしくは呉邦国副総理の指示によるものと

考えるのが自然だろう。中国国際工程咨詢公司

は，１９８２年に設立され，元々国家計画委員会（国

計委の前身）に属し，その後中央大型企業工作

委員会に属し，国計委や経貿委，国務院から委

託される中央財政投資などのコンサルティング

業務を請け負ってきた［李１９９９b，２３など］。董

事長（会長に相当）は，鉄道部の元副部長で，

１９９４年の中国聯通設立にも関わった屠由瑞であ

った。そのため，中国電信の事実上の独占状態

には批判的な立場だったとみられる。屠由瑞は，

同じ頃，中央が設置した「インフラ建設加速指

導グループ」のメンバーとして，積極財政政策

やインフラ建設への投資の強化に関する政策決

定に関わっており［『中国経済時報』１９９９年３月

１６日］，朱鎔基総理ら国務院指導者との関係が

深かったことも推測される。

中国国際工程咨詢公司は１９９８年１１月９日，電

気通信管理体制座談会を開催し，専門家らから

意見聴取を行った。これには信息産業部，広電

総局，鉄道部，国家電力公司，人民解放軍総参

謀部通信部，そして中国聯通，専門家として中

国工程院院士の簡水生や北京大学教授の周其仁

らが参加した。そのなかで専門家から電気通信

市場の独占打破は早いほうがいいとして，既存

の中国電信と中国聯通に加え，専有網を有する

企業の電気通信市場への参入を認め，初期には

２～３社の新規参入が適当であろうとの意見が

出された［『中国経済時報』１９９８年１２月１日；李

１９９９b，２３］。

中国国際工程咨詢公司の最終的な再編案は明

らかになっていないが，座談会の結果を踏まえ，

携帯電話事業の独立分割だけでなく，市内電話

事業と長距離電話事業の独立分割をも提起する

信息産業部にとって厳しい内容となった。また

中国聯通の強化についても言及した［李１９９９b，

２３］。

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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また１１月１３日に開かれた「両岸情報経済・情

報技術シンポジウム」の席で，国計委で電気通

信業にかかわる高技術産業発展司の馬徳秀司長

も，「独占打破，競争支持が中国の電気通信業

の再編と発展の重点である」［『中国経済時報』

１９９８年１１月１７日］と述べた。

こうした状況のもとで，信息産業部は市内電

話事業と長距離電話事業の分割については，ユ

ニバーサル・サービスを提供するために長距離

電話事業の収益による市内電話事業への補�が

必要であることと，また基礎電気通信網の完備

を維持しなければならないことを理由に，強く

抵抗した。

しかし１９９８年１２月２５日付の『人民日報』系の

『市場報』が，中国電信を事業別に独立４分割

させる案を報じており，信息産業部による最終

案がその方向で確定していたようである。そし

て１９９９年１月８日には体改辧の李剣閣副主任と

信息産業部の周徳強副部長が主催する電気通信

円卓討論会が開かれ，信息産業部，中国聯通，

広電総局の代表，体改辧，経貿委の官員，米国

メリルリンチ社，中国国際金融公司などの投資

銀行，北京大学教授の周其仁，中国社会科学院

経済研究所研究員の張平が参加した。このうち，

広電総局の代表としては方宏一が，張平は王小

強の代理として出席した［李１９９９b，２３］。この

会議では，事業別分割に反対する意見が出るこ

ともなければ，地域別分割に言及されることも

なかった。つまり信息産業部の最終案のお披露

目の意味があった。

これを受け，１月１４日に劉彩司長が，信息産

業部ができるだけ早く国務院に新たな再編案を

提出すると述べ［李１９９９a］，呉基傳部長も同

年２月４日の国務院新聞辧公室主催の記者会見

で，携帯電話事業を独立分割させることに言及

した［China Daily１９９９年２月５日］ことから，

おそらく，信息産業部は，１月末までに国務院

に対し最終の再編案を提出したものと思われる。

そして同年２月１４日に開かれた４回目の総理辧

公会議において，再編案が決定された。

３．決定された中国電信の独立４分割

１９９９年２月１４日に総理辧公会議で最終決定さ

れた中国電信の再編案は，翌１５日の『人民日報』

に劉彩司長の論文という形で公表された（注２４）。

論文は中国電信を政企分離を経て事業別に分

割すること，競争導入と政府管理について，（１）

付加価値通信・情報サービス：条件を備えた経

営事業体の参入と公平な競争を奨励する，（２）

衛星通信・無線移動通信：経営事業体の数を制

限したなかでの競争を実施する，（３）基礎通信

（市内電話・長距離電話）：中国電信を支持し，

計画的に，順を追って競争相手を育成する，（４）

中国聯通を競争相手として育成していくとした。

つまり中国電信は事業別に独立４分割されるこ

とになったのである。

そして信息産業部は，１９９９年４月，同年末ま

でに現行の中国電信を，（１）中国電信集団公司

（市内・長距離電話），（２）中国移動通信集団公

司，（３）中国尋呼（中国語で「ページャー」の意

味）通信集団公司，（４）中国衛星通信集団公司

の４社に独立分割することを発表した（注２５）

［銭・張・葉２００１，１１５］。

こうして，中国電信の再編案は，信息産業部

のもくろみとは異なる事業別独立４分割という

結果に至った。
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Ⅲ 電気通信業改革の政治化

１９４９年の中華人民共和国建国以来，中国の電

気通信業は，長期にわたり所管官庁である郵電

部が行政管理機能と企業経営管理機能を有し，

排他的に電気通信業を所管してきた（注２６）。しか

し，中国電信再編案の策定過程は，信息産業部

と国務院指導者を中心に進行し，信息産業部よ

りも国務院指導者，とりわけ朱鎔基総理や呉邦

国副総理の影響を強く受けてきたことは前節で

みたとおりである。彼らは，政治的に高い地位

にあることによる手続き上の関与だけでなく，

改革の内容にまで踏み込み，再編の方向性を決

定づける役割を果たした。それは，国務院指導

者が何らかの外部の圧力にさらされた結果大き

な影響力をもったと考えるべきであり，このこ

とはいいかえれば電気通信業改革が政治化され

ていることを意味している。本節では，電気通

信業改革が政治化されるに至った要因について

分析する。

１．国有企業改革の要請

最初に挙げるのは，国有企業改革の要請であ

る。中小の国有企業の赤字累積問題は，財政赤

字や倒産やリストラによる失業者の増加を引き

起こし，当時の江沢民政権にとって解決が急務

な問題だった。さらに，江沢民にとって，１９９７

年秋に予定されていた第１５回党大会で，共産党

トップである総書記に再任されるにあたり，権

力基盤をさらに強化したいという政治的な意図

もあり，国有企業改革に対するリーダーシップ

を示す必要があった。

１９９６年頃から江沢民総書記の指示で，当時の

朱鎔基副総理を中心に国有企業の株式制や私有

化が模索された。しかし，その是非をめぐって

は論争が活発化し，それは経済論争から政治論

争へとエスカレートした（注２７）。後に論争は一応

決着し，１９９７年１０月に開かれた第１５回党大会の

政治報告では，企業の所有制改革についての所

有制の多元化を認めるとする基本方針が打ち出

された。そのなかで，赤字の中小国有企業の淘

汰だけでなく，大型国有企業に対しても，「国

有経済が主導的な役割を果たすのは，もっぱら

影響力の大きさを通じてである。戦略的に国有

経済の配置を調整する必要がある。国民経済の

根幹にかかわる重要な業種やカギとなる領域で

は，国有経済は支配的な地位を保たなければな

らない」（注２８）とする国有部門の「戦略的改組」

が強調された。この国有部門の戦略的改組は，

業種と規模の２つの側面で国家資本の再配置を

することであり，業種の面では，国家資本を水

道・電力や鉄道などの自然独占業種，郵便・通

信や国防など安全保障にかかわる業種，ハイテ

クなどリスクが高く国有資本には参与しにくい

重要業種，自動車など基幹的な製造業に集中す

るといった内容を含んでおり［今井１９９８，５９］，

電気通信業もその対象に含まれていた。

しかも同時期に経貿委と国家経済体制改革委

員会（体改委）が出した規定では，国家の安全，

国防の最先端，特殊製品，公用インフラなどに

関わる企業は，一部国営の形式を維持する必要

がある。そのなかには会社経営，国有独資公司

に沿った改造が必要である。しかしできるかぎ

り１社による市場独占をしてはならないとされ

ていた［張１９９７，２７］。

このように，江沢民政権にとって政治論争に

まで発展し，江沢民の政治権力にかかわるイシ

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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ューであった国有企業改革を推し進めたのが，

当時の朱鎔基副総理であり，第１５回党大会以後

は朱鎔基を引き継いだ呉邦国副総理だった。そ

のため彼らが，電気通信業の担当という立場か

らではなく，国有企業の戦略的改組という観点

から巨大国有企業である中国電信の改革に注目

していたことは容易に想像がつく。それゆえに，

事業別分割後にグループ化することで中国電信

を再編したことにしようとしていた信息産業部

に対し，国務院指導者が１９９８年６月の時点で分

割案の作成の指示を出し，さらに朱鎔基総理が

１１月に信息産業部の当初案に強く反対したので

ある。

２．WTO加盟への対応

次に，中国のWTO加盟への対応が迫られて

いたことを挙げる。

１９７８年に改革・開放政策をスタートさせて，

世界経済で重要な役割を果たすようになった中

国にとって，経済先進国の仲間入りの象徴とし

て，WTO加盟は悲願であった（注２９）。

中国はアメリカをはじめとする各国と２国間

ごとにWTO加盟交渉を進めており，１９９８年は

そのまっただなかにあった。そして，１９９９年４

月にアメリカ訪問を控えた朱鎔基総理は，訪問

の成果として交渉合意を考えていた。

しかし，WTOの理念が「貿易の自由化」に

ある以上，WTOルールにそぐわないさまざま

な仕組みを改革しなければならない。そのこと

が，中国の電気通信業界にも大きな影響を与え

ることは必至であった。１９９７年２月，WTO加

盟の６９カ国の間で「基本電気通信合意」が締結

され，WTO加盟国には電気通信市場の開放が

義務づけられた。これに照らせば，中国電信の

事実上の独占状態や，所管官庁による規制は，

合意違反となる。そのため国務院指導者が中国

電信の再編をWTO加盟に向けた国内ルールの

見直しの機会として位置づけたとしても不思議

ではない。

また，アメリカとの加盟交渉では，電気通信

業，電力業，金融業などのサービス分野，農業

分野などの市場開放が懸案となっていた。しか

し，国務院指導者は１９９９年３月末，電気通信業

については外資参入で従来の原則禁止から３５パ

ーセントを上限とする資本参加を認める方針へ

の転換や，携帯電話で北米のデジタル携帯電話

方式のcdmaOneの導入の意向を固めるなど，

アメリカに対し大幅譲歩を示し，朱鎔基総理の

アメリカ訪問での交渉合意を急いだ［Asian Wall

Street Journal １９９９年３月２５日］。この譲歩は，ア

メリカが中国の電気通信市場の開放に大きな期

待をもっていることを示していた。さかのぼれ

ば，１９９７年９月にはアメリカのスプリント社，

ドイツ・テレコム社，フランス・テレコム社と

いう世界的な電気通信企業が３社そろって李鵬

総理（当時）と会見し，中国の電気通信事業に

参入する問題で意見交換している［《中国電子工

業年鑑》編輯委員会編１９９８，４７９］。中国の電気

通信市場の潜在力に世界は早い時期から注目し

ていた。そのためWTO加盟による外資参入に

備え，中国の電気通信業界の体力強化は急務の

課題であった。これに対し国務院指導者は，独

占よりも数社による競争を通じて国内企業の競

争力を強化する必要があると判断し，中国電信

の独立分割を支持したといえる。

３．国家情報ネットワーク化構想の推進

もうひとつ，国務院が国家情報ネットワーク
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化構想を推進していたことが挙げられる。

国務院は１９９３年から経済情報，銀行，関税の

分野で全国にネットワークを構築することを皮

切りに，国家情報ネットワーク化構想を進めて

きた。この国家情報ネットワーク化構想は，国

務院の専管事項であり，国務院には１９９６年１月

に国務院信息化工作指導小組とその辧公室が設

置された。国務院信息化工作指導小組は，官庁

横断の重要な業務を調整する任務を負う国務院

議事協調機構のひとつで，関連官庁のトップを

メンバーとし，グループ長には鄒家華副総理（当

時）が就いた。

１９９７年４月，国務院は電子政府実現のため，

中央官庁間をつなぐネットワークの構築に乗り

出した。その際，重要となるのがインフラだっ

た。これについて同月に開かれた全国情報化工

作会議において，鄒家華副総理は「一個平台三

個網」（ひとつのプラットフォームとなる全国的な

情報ネットワークを，３つのネットワークが構成

するという意味）の概念を提出し，具体的にラ

ジオ・テレビ網，電気通信網，コンピューター

網の３大ネットワークの共存を確認した［『人

民日報』１９９７年４月２２日］。このことは，国務

院がネットワークとしてのケーブルテレビ網の

重要性を認めていたことを示している。

広電部は１９９８年中に全国各地のケーブルテレ

ビ網の全国ネットワーク化を実現するメドが立

っていたことから，鄒家華の発言をケーブルテ

レビ網の電気通信市場への参入を正当化する根

拠とした［本刊編輯部１９９８，１６］。他方，郵電

部（１９９７年当時）の劉彩司長は，「いわゆる『ひ

とつのプラットフォーム』とは国家公用通信網

を主体とする基礎伝送プラットフォームを指し，

『３つのネットワーク』とはプラットフォーム

を基礎として構築された基礎電気通信網，コン

ピューター網，ケーブルテレビと画像通信業務

ネットワークを指す」（注３０）と述べ，郵電部が所

管する国家公用通信網の優位性を強調した。

先述の１９９８年５月の討論会で，広電総局の方

宏一は信息産業部の電気通信市場独占を批判し，

ケーブルテレビ網の電気通信市場への参入を強

く訴え，これに参加していた王小強や信息産業

部政策法規司の李志剛が反論したことが報道さ

れ，広電総局と信息産業部の対立がイシューと

して浮上した［高�１９９８］。国家情報ネットワ

ーク化構想におけるインフラの重要性という観

点から，そして中国電信の独占打破の観点から，

国務院はこの対立に関心を寄せていた。結果的

にケーブルテレビ網の電気通信市場への参入は

実現しなかったが，３大ネットワークの共存の

ためには中国電信を４分割することで市場の独

占を打破することが必要だと考えた（注３１）。

Ⅳ 信息産業部の巻き返し

再編案の策定過程が国務院指導者，朱鎔基総

理や呉邦国副総理らの強い影響を受けたことで，

信息産業部は中国電信を事業別に分割し，国の

全額出資会社の中国電信集団公司のもとにグル

ープ化するというもくろみを断念せざるをえな

かった。しかし，その結果としての中国電信の

事業別独立４分割は，信息産業部にとっては決

して最悪の結果ではなかった。それは，再編案

の策定過程で，信息産業部が市内電話事業と長

距離電話事業の分割を回避し，基礎電話通信網

を一括して管理できる再編にとどめたからだっ

た。その点では，信息産業部は巻き返しに成功

したということができる。

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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本節では，中国電信の再編案の策定過程で信

息産業部が国務院指導者の影響力に抗し，自ら

に有利になる再編案に誘導した背景を分析する。

１．中国電信の再編に対する所管官庁の当初

の対応

電気通信業の所管官庁である郵電部，そして

後身の信息産業部は，中国電信の事実上の市場

独占と，政企分離が進んでいないことに対する

経済的，社会的批判が強いことを承知していた。

また，前節であげた電気通信業改革を政治化さ

せるに至った外部の圧力についても理解してい

た。そして当初，中国電信の再編を企業改革に

すぎないと考え，所管官庁のもとで改革を進め，

批判や圧力に対応できると想定していた。

電話料金が高いことに対するユーザーの不満

は，加入料など料金を引き下げることで解消し

ようとした。例えば，全国平均ですでに５０００元

から３０００元に引き下げていた（中国電信の）固

定電話の加入料をさらに引き下げ，上海市では

１９９８年７月１０日に３５００元から２０００元に引き下げ

た。また中国電信の携帯電話の加入料について

も，天津市では１９９６年当時３２００元だったが，１９９７

年１０月に２５００元に，さらに１９９８年２月に１２５５元

に引き下げた。上海市でも１９９８年７月２０日に

１６００元から国内ローミングサービス料込みで

１１００元に引き下げた［『北京青年報』１９９８年６月

２８日，７月１２日，７月１７日；『中国経営報』１９９８

年７月２８日］。

国有企業改革への対応は，すでにみたとおり

中国電信を事業別に分割し，国の全額出資会社

を設立し，グループ化することが議論されてい

た。WTO加盟による外資参入への対応も，グ

ループ化された集団公司を強化することで，外

資企業に対抗できると考えた。

国家情報ネットワーク化構想と絡んだケーブ

ルテレビ網の電気通信市場への参入問題では，

１９９６年９月２２日に当時の李鵬総理が郵電部の管

理する国家通信網の地位と役割を高く評価した

発言（注３２）を根拠に，ケーブルテレビ網を電気通

信網の一部として郵電部の管理下に収めようと

考えた。先述の１９９８年３月の国務院機構改革で

ケーブルテレビ網の行政管理機能，ならびに国

務院信息化工作領導小組，およびその辧公室が

有する国家情報ネットワーク化構想の政策策定

や関係部門との調整を行うといった行政機能を

信息産業部が得たことも追い風となった。そし

て結果的にケーブルテレビ網の市場参入を阻止

できた。

以上のような対応で，郵電部，そして後の信

息産業部は所管官庁主導で自らに有利になるよ

うな中国電信の再編を進めることができると踏

んでいた。しかし，意に反して中国電信は４社

に独立分割されたのである。

２．固定電話事業の２分割をめぐる攻防

総理辧公会議の場においてなされた中国電信

の再編案の審議での争点は２点あった。ひとつ

はグループ化か独立分割かという分割後の形態

であり，前節でみた電気通信業改革を政治化さ

せた要因と直結する争点であった。もうひとつ

は携帯電話事業を独立分割するかどうか，そし

て固定電話事業をさらに市内電話事業と長距離

電話事業に分割するかどうかという分割対象だ

った。

信息産業部が主張するグループ化は形式的な

分割にすぎず，独占打破という観点からは現状

維持を意味していた。しかし国務院指導者は，
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第Ⅲ節でみたとおり，国有企業改革，WTO加

盟，そして国家情報ネットワーク化構想の要請

から，電気通信市場の独占状態を打破し，競争

状態を創出することが目的であり，中国電信を

独立分割することを要件とした。これに対し，

信息産業部は，政企分離により企業経営管理機

能を失った。そのため，電気通信業の所管官庁

としての権力のリソースのひとつとして，固定

電話網にあたる基礎電気通信網の管理を行政管

理機能の最重要事項と考えた。そのことは，基

礎電気通信網を有する「ひとつの実力ある統一

的な国家主体の電気通信企業」を維持すること

の重要性を一貫して主張してきたことにも表れ

ている。

そのため，事業別に分割しておけば，グルー

プ化されなくても，基礎電気通信網の管理が容

易である。また携帯電話事業は独立分割しても，

基礎電気通信網との相互接続が不可欠なので，

その点を通じて新規携帯事業会社の経営管理に

介入できると考えた。こうして信息産業部は，

中国電信の独立４分割を受け入れても，基礎電

気通信網の管理を通じて企業の経営管理への介

入が可能となり，所管官庁としての権力を維持

できるという判断があった。

しかし，信息産業部は市内電話事業と長距離

電話事業を分割するという固定電話事業の分割

を受け入れることはできなかった。なぜならば，

市内電話事業と長距離電話事業の分割は基礎電

気通信網の分割を意味したからである。結果的

に，信息産業部が固定電話事業の分割を阻止で

きたのには２つの要因が考えられる。ひとつは，

制度である。信息産業部は三定案により国有企

業の再編を指導し，企業集団を設立する権限を

有していた。そのため，再編を策定する権限を

有していた。他方，国務院指導者には再編案そ

のものを策定する権限はなかった。そのため，

総理辧公会議での議論は信息産業部が提出した

案をめぐって行われた。電気通信業は専門性の

高い分野であるため，情報量が政策決定の場で

の主導権を決定する。長年，電気通信業の行政

管理機能と企業の経営管理機能を独占してきた

ことから，情報も独占してきた信息産業部が終

始主導権を握ったということができる。

もうひとつは技術的な制約である。信息産業

部が提出した当初案が想定外だったことから，

国務院指導者は外部機関の中国国際工程咨詢公

司に再編案の作成を依頼した。そしてその案は

携帯電話事業だけでなく，市内電話事業と長距

離電話事業の分割をも提起していたことはすで

に述べたとおりである。しかし，朱鎔基総理自

身に，中国国際工程咨詢公司の再編案を対案と

して提出し，総理辧公会議の場で二者択一の議

論をする気があったかどうかはわからない。

国務院指導者は，信息産業部案へのコメント

に際し，学者やシンクタンクの見解を引用して

いた。しかし，学者らの提案は経済学の観点に

よるもので，電気通信に関する技術的な知識不

足は否めなかった。その点を信息産業部はあら

ゆる場で繰り返し主張した。市内電話網と長距

離電話網を分割するという主張に対しては，ネ

ットワークの経済性や技術面を十分理解しての

ものではないと信息産業部は反論した（注３３）。市

内電話事業と長距離電話事業の分割は，「ひと

つの実力のある統一的な国家主体の電気通信企

業」こそが，外資との競争で勝ち抜くことがで

きるという信念に反していた。技術面からは，

携帯電話事業を分割することについては，基地

局を分離するだけなのでさほど難しい作業では

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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ないとみられた。他方，市内電話事業と長距離

電話事業の分割は，基礎電気通信網を全国にわ

たって分割することになるため，その資産の管

理や相互接続における技術的な問題，決算方法

の問題などがあり，これらを早期に解決するこ

とは難しかった。学者らの提案は実現性の低い

ものではなかったかもしれない（注３４）。しかしこ

の時点では技術面での信息産業部の反論には一

定の合理性があった。またアメリカ訪問を控え，

WTO加盟交渉で結果を残したい朱鎔基総理に

とっては，中国電信の再編案の審議がこれ以上

延びることを避けたかった。そのため，固定電

話事業をさらに市内電話事業と長距離電話事業

に分割するという案は朱鎔基総理にとって対案

にはなりえなかった。

こうして信息産業部は，争点となっていた固

定電話事業の分割を回避し，中国電信の独立４

分割を受け入れることで，基礎電気通信網の管

理機能を維持した。それは，国務院機構改革を

経て政企分離が進むなかで所管官庁としての権

力リソースを維持，強化しようと考えたからだ

った。

３．中国聯通の改革

中国電信の再編案の策定と同時に進められた

のが，中国電信の競争相手として期待されてき

た中国聯通を真の競争相手に育成するための改

革だった。これは国務院主導で行われた。

１９９４年の設立以後の中国聯通の経営が伸び悩

んできた原因として，郵電部が，新規参入，相

互接続，資源配分，価格決定で，中国聯通の経

済活動を規制していた点はしばしば指摘されて

きた（注３５）。しかしこの他にも，資金不足，経営

管理面や通信網建設面での人材不足，出資主体

間の調整困難など中国聯通自身の問題を挙げる

ことができる。そのため，国務院主導で新たな

資金調達と人事に重点を置いた中国聯通の改革

が進められた。

最大の課題である資金不足を解消するために，

香港株式市場と米国ニューヨーク株式市場に上

場が計画された（注３６）。その際，中国では電気通

信業への外資参入が禁止されているため中国聯

通が採用してきた「中中外」方式（注３７）が，不明

瞭な資金調達であり上場の障害になるとして問

題とされた。これについて，１９９８年８月に朱鎔

基総理が「中中外」方式によるプロジェクトの

停止と，調達資金の精算，外資の貸し方への補

償を指示した（注３８）。

人事も国の主導で行われた。１９９８年１２月に党

中央は信息産業部の楊賢足副部長を董事長兼総

経理に任命した。それにともない，１９９９年２月

には，旧郵電部財務司長で，中国電信（香港）

董事長だった石萃鳴，信息産業部総合規劃司長

の王建宙，さらに信息産業部の処長級（日本の

中央官庁の課長級に相当）の大勢が中国聯通に

異動する人事が発表された。このうち楊賢足は

長年にわたる郵電部での経験とそのなかで築い

た豊富な人脈が評価された抜擢であり，石萃鳴

は財務，王建宙は通信網建設の専門家で，中国

聯通の弱点を補強する人事だった（注３９）。

また業務面でも，中国電信から独立分割した

ページャー事業会社である国信尋呼公司を吸収

するよう国務院から指示された。これにより，

中国聯通はページャー市場で優勢を獲得した。

また国信尋呼公司には設立の際，財政部が５０億

元の資金を投入していることから，国信尋呼公

司を吸収したことで国が中国聯通の圧倒的な出

資者となり，１３にも及ぶ出資主体間の調整が軽
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減されることになった。携帯電話事業では，朱

鎔基総理のアメリカ訪問の「成果」としての北

米方式のcdmaOneの独占経営権を得た（注４０）。

中国電信の独占に対し不満の大きかった中国

聯通が，中国電信の再編案の策定過程に直接関

与することはなかった。しかし国務院主導で中

国聯通の育成策が進められたことで，結果的に

自らの改革が一気に進むことになった。１９９９年

４月，人事刷新後初めて開かれた全国規模の会

議で，董事長に就任した楊賢足は中期的には中

国聯通が携帯電話事業とデータ通信事業の発展

に重点を置き，そのうち携帯電話事業について

は，２００３年までに加入数を３５００万，市場占有率

３０パーセントを目指す大胆な展望を明らかにし

た。

中国聯通の改革は，信息産業部にとって人材

流出などのデメリットもあったが，メリットも

小さくなかった。国務院機構改革で電子工業部

が廃止され，その職責が信息産業部に移譲され

たことから，成立の経緯から電子工業部の影響

を受けてきた中国聯通を信息産業部が排他的に

所管できるようになった。また，信息産業部は

元幹部を中国聯通に送り込むことができ，経営

管理への介入が可能となった。ページャー事業

の移譲については，中国電信全体の業務量の４．３

パーセント（１９９８年末）にすぎず，将来性も低

いことから失った痛手はほとんどなかった。ま

た携帯電話事業では当時世界的にもまた中国で

も主流であったGSM方式について中国電信の

加入者数が全体の９割を超えており（注４１），新た

に設立される中国移動（China Mobile）がそれ

を引き継ぐことから，中国聯通にcdmaOne方

式の独占を譲ることによる影響は当面ほとんど

ない，つまり携帯電話市場の独占を維持できる

と考えた。

以上の中国聯通の改革により，国務院指導者

は電気通信業市場への競争原理導入という所期

の目的を達成することができた。他方信息産業

部にとっては，中国聯通が中国電信から独立し

た新規の固定電話事業会社や携帯電話事業会社

の競争相手として発展していく可能性はあるも

のの，新規事業会社の各事業の市場での優勢を

確保でき，また所管官庁として中国聯通の経営

管理に介入できるようになったという大きなメ

リットを得ることができた。

お わ り に

中国の電気通信業界は，他国の電気通信業，

また中国の他の産業界とも異なり，計画経済シ

ステムのもとでの国有企業１社による市場の独

占状態にあった。そのため１９９０年代に入り，中

国の電気通信業改革では，業界に競争原理をい

かに導入していくかが大きな課題となってきた。

計画経済システムから市場経済システムに移行

する過程で，本来ならば政府の役割は縮小し，

企業は自立的なアクターとして自由な経済活動

が保証されると考えられる。しかし中国の電気

通信業改革では，企業の経済活動に対する政府

の統制はむしろ強化されている。しかもその中

心的アクターが，電気通信業の所管官庁（郵電

部から信息産業部，２００８年３月以降は工業和信息

化部）から他に移ってきている（注４２）。

本稿が取り上げた１９９９年の中国電信の独立４

分割は，巨大独占企業である中国電信の解体と

いう中国の電気通信業にとっての大きな転換点

と位置づけることができる。その分割案の策定

過程では，多くのアクターが関係していたが，

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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主要なアクターは国務院指導者と信息産業部だ

った。

国務院指導者が主要アクターのひとつを担っ

たのは，中国電信の再編が単なる業界内の企業

改革ではなく，国有企業改革，国務院機構改革，

WTO加盟，国家情報ネットワーク化構想など

の外部要因を背景として，電気通信業改革が政

治化した結果といえる。こうして国務院指導者

は，中国電信の再編案の策定過程に強い影響力

を有し，独立分割という再編の方向性を示す役

割を果たした。

他方，電気通信業の所管官庁である信息産業

部は，再編案を起草するという企画の役割を果

たした。そこでは，市場経済化とともに政企分

離が進み，企業の経営管理機能を失い，権力リ

ソースが縮小していく所管官庁として，分割さ

れた事業会社をグループ化することでグループ

会社に対する経営管理機能を事実上確保するこ

とを基本方針とした。この基本方針には早い段

階で広播総局や一部の専門家らから反対の声も

上がったが，信息産業部は他のアクターと非協

力のもとで，基本方針に沿った当初案を作成し，

国務院に提出した。

そのため，当初案の審議が行われた１９９８年１１

月以降の総理辧公会議は，国務院指導者と信息

産業部の調整の場というよりも，国務院指導者

が自らの政治的地位と会議に出席した非信息産

業部の支持を背景に，独立分割という自らの方

針を信息産業部に浸透させていく統合の場とな

った。この点で国務院指導者の役割は，省庁間

の対立を調整する役割を果たした１９９４年の中国

聯通設立の時とは異なった。その結果，信息産

業部はグループ化の断念を余儀なくされた。

しかし信息産業部は，独立分割を受け入れる

一方で，所管官庁としての権力リソースのひと

つである基礎電気通信網の管理の職責を確保す

るために，基礎電気通信網の分割をともなう固

定電話事業の分割を求める抵抗勢力に激しく抵

抗した。そこでは，電気通信に関する豊富な専

門的知識をもって電気通信業の混乱を回避する

べきだとする技術論に持ち込み，国務院指導者

も含めた抵抗勢力の再編案を論破した。こうし

て自らの権力リソースを確保することができる

再編案，すなわち固定電話事業を一事業とする

中国電信の独立４分割で事態を収拾させること

で，所管官庁の影響力を示すことに成功した。

（注１） 両者とも，固定電話事業，携帯電話

事業，ページャー事業などを運営する総合電気

通信企業である。

（注２） 「基礎電気通信網」というのは，国

が建設した全国に張り巡らされた電気通信の基

幹網のことで，中国電信の固定電話事業はもち

ろん，携帯電話事業でも基地局間をつなぐ伝送

網として利用される。なお，本稿にある「国家

電気通信主幹網」，「国家公用通信網」，「国家通

信網」，「国の通信基幹網」は同じものを指す。

（注３） 王学慶と黄海波は，「国務院」を国務

院指導者と一組織としての国務院を必ずしも区

別しているわけではない。しかしどちらにして

も，筆者の評価は有効であると考える。

（注４） 筆者は，１９９４年の中国聯通の電気通

信業への新規参入過程を分析した論文を執筆中

である。

（注５） 例えば，１９８７年に李力元人民解放軍

総参謀部通信部副部長が，１９８９年には葉培大中

国科学院院士兼北京郵電大学名誉学長と張煦中

国科学院院士兼上海交通大学電子工学系名誉主

任が国務院に対し改革の建議を提出している［張

１９９６］。

（注６） 「信息」は中国語で，日本語では「情

報」と訳される。その名のとおり，信息産業部
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は情報産業全般を所管することになった。

（注７） 信息産業部の職責は，国務院辧公庁

秘書局・中央機構編制委員会辧公庁綜合司編

（１９９８，２７７―２８４）にもとづく。

（注８） ただし，本機構改革で広電部から改

組された国家広播電視総局の「三定案」には，

放送テレビ専有網に対する具体的な計画，管理

を進めること，放送テレビ専用網の具体的な政

策や規則，技術標準を制定することが職責と規

定されている［国務院辧公庁秘書局・中央機構

編制委員会辧公庁綜合司編１９９８，３８９］。

（注９） 郵電部の三定の内容は，国務院辧公

庁秘書局・中央編委辧公室綜合司編（１９９５）に

もとづく。

（注１０） 王学慶は政企分離が不十分だったと

批判している［王１９９９b］。また，この機構改革

でケーブルテレビ網の管理機能の残った広電総

局も自らが主管する雑誌『広播電視信息』１９９８

年４月号で編集部論文として機構改革の結果を

総括し，「前郵電部長が信息産業部長に任命され

たことは，郵電網の独占経営をもたらさないか」

［本刊編輯部１９９８，１７］と信息産業部を公然と

批判した。

（注１１） 中国電信が香港澳海金融控股有限公

司の傘下に入っているとする文献もある［胡

２００６，２６］。中国電信が１９９７年に香港株式市場に

上場した際の株主の可能性もあり，元々中国電

信とつながりがあるものと推測される。

（注１２） 中国国際金融公司から中国社会科学

院経済文化研究中心への委託と，信息産業部か

ら中国国際金融公司への委託の関係は不明であ

る。

（注１３） これらの研究報告は中国社会科学院

経済文化研究中心主編（２０００）に収録されてい

る。

（注１４） この研討会の模様は，高�（１９９８）
を参考にした。

（注１５） 執筆者の１人である葉小忠は執筆当

時，信息産業部政策法規司の所属である。

（注１６） 旧郵電部内では，１９９７年当時から部

の機関誌である『郵電企業管理』上で，事業別

に分割する「専業性通信公司」設立をめぐる議

論が展開されていた（例えば，呉（１９９７），林

（１９９７））。そのなかには，郵電部内で発言力の

大きい上海市電信管理局の高仰止が，条件が合

えば専業通信公司を設立するものとして，移動

電話公司，無線ページャー公司，データ通信公

司，マルチメディア公司，音声サービス公司，

衛星通信公司，電話番号公司，有線テレビ伝送

公司などを挙げ，実際の情況と自身の条件に照

らし合わせ，所有制改革案（国有独資公司，ま

たは有限責任公司，株式有限公司，株式合作制

公司）を検討，提出し，実験を経て，進めるよ

う提起している。ただし，基礎通信網について

は，情況が複雑で，当面は所有制改革の条件を

備えていないとしている［高仰止１９９８，２５］。

（注１７） 信息産業部政策法規司でのヒアリン

グ（１９９９年７月１３日）。

（注１８） 『人民郵電』は信息産業部の機関紙

である。

（注１９） 同月に開かれた「中国通信政策・市

場研究討論会」でも，中国電信を集団公司とし，

事業別に固定電話，携帯電話，ページャー，衛

星電話に分割し傘下に入れる再編案が発表され

た［王１９９９a，２５］。この討論会の主催者や参加

者は明らかでないが，このとき発表された再編

案と信息産業部が１１月に国務院に提出する再編

案は似通ったものであったという。この点を信

息産業部と見解を異にする王学慶が指摘してい

ることが，この時点で信息産業部は中国電信を

事業別に分割しグループ化する再編案を国務院

に提出することをほぼ固めていたことを裏づけ

ている。

（注２０） 『財経』の取り上げ方は，中国電信

の事実上の独占状態，信息産業部を批判するも

のであった。しかし『財経』は特定の利益主体

の代弁者であったわけではない。彼らは商業主

義を貫いており，読者の関心を的確に捉え，そ

れを報道することで，購買数を増やそうとした

にすぎない［『財経』編集部へのヒアリング。１９９９

年８月８日］。

（注２１） 『財経』の連載よりも先に，『三聯新

１９９９年の中国電信再編案策定の政治過程
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聞周刊』（１９９８年６月３０日）［高�１９９８］が同年
５月の討論会を取り上げたが，必ずしも社会的

に注目されなかった。

（注２２） ４回の総理辧公会議のうち，１回目

については，詳細が不明である。

（注２３） 劉彩司長は，事前に出席する専門家

の論文や著書にすべて目を通し，意見交換に臨

んだ。

（注２４） 劉彩「我国電気通信業改革」［『人民

日報』１９９９年２月１５日］。

（注２５） ただしページャー部門については

１９９８年９月に「国信尋呼有限責任公司」を設立

し，すでに独立させていた。

（注２６） 建国以来の電気通信業の状況につい

ては，《当代中国》叢書編輯部編（１９９３）を参照

せよ。

（注２７） 企業改革をめぐる論争の経緯は，馬・

凌（１９９８）が詳しい。

（注２８） 江沢民「高挙�小平理論偉大旗幟，
把建設有中国特色社会主義事業全面推向二十一

世紀──在中国共産党第十五次全国代表大会上

的報告──」１９９７年９月１２日［中共中央文献研

究室編２０００，２１］。

（注２９） ガット／WTO加盟交渉については，

海老原（２００５）を参照。

（注３０） 「発展為主線，改革為動力，服務為

宗旨──訪郵電部政策法規司劉彩司長──」『電

子展望与決策』１９９７年第４期 工商電子雑誌http :

//www.itc.cn.net/Industry/Decision／９７－４／zwl.

htm（１９９９年８月１１日アクセス）。

（注３１） 中国電信の再編案を決定する３日前

の１９９８年２月１１日の３回目の総理辧公会議で，

呉基傳信息産業部長が参加するなか，中国科学

院，広電総局，鉄道部，上海市政府が３億元を

出資する中国高速インターネット基幹網の建設

プロジェクトが採択された。このプロジェクト

は広電総局のケーブルテレビ網と鉄道部の専有

網の光ファイバーケーブルを利用して１５の直轄

市や省都をつなぐブロードバンド網を建設する

もので，信息産業部は「第二基礎電気通信網」

につながるとして警戒した［胡・李１９９９，３４―

３７］。しかし，国務院がこれを採択したことは，

ケーブルテレビ網の電気通信業への参入を国務

院が基本的に支持していたことを示している。

（注３２） 李鵬の発言は，中国交通運輸協会編

（１９９８，８），『人民郵電』（１９９６年１０月２２日）に掲

載された［鄭１９９７］。

（注３３） 信息産業部経済技術研究中心（１９９９

年５月６日），信息産業部政策法規司（１９９９年７

月１３日）でのインタビュー。この他，秒単位で

課金する料金システムの主張に対しても，信息

産業部は技術的な側面から市内電話では不可能

であるとの反論を行った。

（注３４） 実際，固定電話事業の中国電信集団

公司は，２００２年に電気通信網の分割を含め，揚

子江を境に南北に２分割された。

（注３５） 中国聯通は，国計委と経貿委，体改

委に対し，郵電部による中国聯通の経済活動へ

の規制の窮状を，報告し，改善を訴えた。この

報告は，（１）中国聯通が市場参入制限により，固

定電話事業に参入できないこと，（２）中国聯通の

携帯電話が中国電信の市内電話網への接続を制

限され，１１９（救急），１１０（警察），１２０（番号案

内）などのサービスに接続できないこと，（３）中

国電信の市内電話との相互接続の費用分配が不

公平で，中国聯通から中国電信への通話では，

中国聯通はユーザーから徴収する通話料金のう

ち，中国電信に８０パーセントを支払う。他方中

国電信から中国聯通への通話では，中国電信は

中国聯通に１０パーセントを支払うだけでいいこ

と，（４）電話番号，無線周波数，技術標準など公

共資源の分配で差別を受けていること，（５）料金

改定では，中国聯通が参入している携帯電話や

ページャーの料金を引き下げ，中国聯通が参入

していない市内電話料金を引き上げ，中国電信

の収益に有利になるよう配慮されたこと，（６）中

国聯通の中継線が切断され，中国聯通の信頼性

が低下したことを挙げた［盛１９９９；『中国改革

報』１９９８年８月２０日］。

（注３６）２０００年６月に香港株式市場と米国ニ

ューヨーク株式市場に上場を果たした。

（注３７） 中国聯通への外資の投資の一形態で，
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例えば中国聯通の子会社（「中」）と外資企業

（「外」）が合弁会社を設立し，この合弁会社が

建設した通信網や購入した設備を中国聯通

（「中」）にリースするといった方法。

（注３８） 《財経》雑誌編輯部（２００３，５３）［原

出典は『財経』２０００年７月５日］。

（注３９） 信息産業部経済技術研究中心でのイ

ンタビュー（１９９９年５月６日）。

（注４０） 中国電信の携帯電話事業は，欧州方

式のGSMである。

（注４１）１９９８年末の携帯電話加入数２３８６万の

うち中国電信のGSM方式の加入者数は２３５６万人。

（注４２） 筆者は，佐々木（２００５）において２０００

年前後から電気通信業界に対する国務院国有資

産監督管理委員会の影響力が強まっていること

を明らかにしている。

文献リスト

＜日本語文献＞

今井健一１９９８．「混合所有化へ向かう国有企業」

中居良文編『中国・過渡期の政治経済──第

１５回党大会に見るロードマップ──』トピッ

クレポート第３０号 アジア経済研究所 ５５―７１．

海老原毅２００５．「中国のWTO加盟をめぐる対外政

策過程──日中二国間協議を事例として──」

佐々木智弘編『現代中国の政治変容──構造

的変化とアクターの多様化──』研究双書第

５４７号 アジア経済研究所 ２２５―２６３．

国分良成２００４．『現代中国の政治と官僚制』慶應

義塾大学出版会．

佐々木智弘２００１．「中国の行政体制改革──１９９８

年改革の成果と問題点──」『アジ研ワール

ド・トレンド』第７２号 アジア経済研究所

３３―４０．

───２００５．「電気通信業をめぐる政府と企業─

─固定キャリアの移動電話市場参入（１９９９～

２００３年）を事例として──」佐々木智弘編『現

代中国の政治変容──構造的変化とアクター

の多様化──』研究双書第５４７号 アジア経済

研究所 １５７―１９３．

下野寿子２００８．『中国外資導入の政治過程──対

外開放のキーストーン──』法律文化社．

三宅康之２００７．『中国・改革開放の政治経済学』

ミネルヴァ書房．

＜中国語文献＞（ピンイン順）

本刊編輯部１９９８．「対当前広播事業発展中幾個熱

点問題的討論」『広播電視信息』第４期 総第

５０期 １６―１７．

本書編委会２００８．『大跨越──中国電信業三十春

秋──』人民出版社．

《財経》雑誌編輯部２００３．『管制的黄昏──中国

電信業万億元重組実録──』社会科学文献出

版社．

盛洪１９９９．「競争規則是如何形成的？──聯通進

入電気通信業後的案例研究──」張曙光主編

『中国制度変遷的案例研究』第２集 中国財

政経済出版社 ９６―１３５．

《当代中国》叢書編輯部編１９９３．『当代中国的郵

電事業』当代中国出版社．

胡舒立・李甬１９９９．「呉基傳証実──中国電信重

組方案�埃落定──」『財経』３月 総第１２期

３４―３７．

胡泳２００６．『電信贏家──一個前沿市場的戦略標

本──』機械工業出版社．

高仰止１９９８．「積極慎重地推行郵電企業産権体制

改革」『郵電企業管理』１月 ２３―２５．

高�１９９８．「重新洗牌──一場関於中国電信産業
的大論争──」『三聯新聞周刊』６月３０日 総

第６６期 １４―２３．

国務院辧公庁秘書局・中央編委辧公室綜合司編

１９９５．『中央政府組織機構』中央発展出版社．

国務院辧公庁秘書局・中央機構編制委員会辧公庁

綜合司編１９９８．『中央政府組織機構』改革出

版社．

黄雲鵬２００６．「中国電信改革攻堅」劉世錦・馮飛

等『壟断行業改革攻堅』中国水利水電出版社．

李甬１９９８．「切開“中国電信”」『財経』１２月 総

第９期 １２―２０．

───１９９９a．「中国電信還是“竪切”」『財経』２

月 総第１１期 １１．
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───１９９９b．「誰影�了電信改革方案」『財経』
４月 総第１３期 ２２―２３．

林偉立１９９７．「郵電企業的股�制」『郵電企業管理』
４月 ２２―２４．

劉彩・冷栄泉・韋楽平１９９８．「美国電信市場発展

情況及対我国電信発展的幾点建議」『郵電軟科

学研究動態』第７期 総第１２６期 １―９．

馬立誠・凌志軍１９９８．『交鋒──当代中国三次思

想解放実録──』今日中国出版社．

銭晋群・張毅・葉小忠２００１．「電気通信業──面

向市場競争──」中国社会科学院公共政策研

究中心・香港城市大学公共管理及社会政策比

較研究中心編『中国公共政策分析２００１年巻』

中国社会科学出版社 ９６―１２４．

舒�２０００．「告別“電信巨人”」『財経』１月 総

第２２期 ２１―２３．

王俊豪主筆１９９９．『中国政府管制体制改革研究』

経済科学出版社．

王学慶１９９９a．「剖析──電信重組方案──」『広

播電視信息』４月 総第６２期 ２４―２７．

───１９９９b．「電信政策和政府管制改革問題」『広

播電視信息』７月 総第６５期 １２―１７．

───２００４．「電信行業的政府管制」王学慶等『管

制壟断 壟断性行業的政府管制』中国水利水

電出版社 ７６―１０９．

呉濱１９９７．「組建専業性通信公司的幾点思考」『郵

電企業管理』３月 １４―１６．

張沐１９９７．「中南海明示政改重点精簡機構 朱鎔

基強調�股�制防止過熱」『鏡報』１１月 ２５―

２７．

張宇燕１９９６．「国家放松管制的博�──以中国聯
合通信有限公司的創建為例──」北京天則経

済研究所編『中国制度変遷的案例研究』第１

集 上海人民出版社 １５１―１８５．

鄭言１９９７．「学習李鵬総理関于郵電談話精神的体

会」『郵電企業管理』１月 ７―１１．

周其仁１９９８a．「三網複合 数網競争──兼論発展

中国電信産業的政策環境──」『財経』９月号

総第６期 ３０―３２．

───１９９８b．「三網複合 数網競争──兼論発展

中国電信産業的政策環境（続）──」（『財経』

１０月号 総第７期 ３６―３９．

───１９９８c．「三網複合 数網競争──兼論発展

中国電信産業的政策環境（続完）──」『財経』

１１月号 総第８期 ４４―４８．

中共中央文献研究室編２０００．『十五大以来重要文

献選編 上』人民出版社．

《中国電子工業年鑑》編輯委員会編１９９８．『中国

電子年鑑１９９８年』電子工業出版社．

中国交通運輸協会編１９９８．『中国交通年鑑１９９８年』

中国交通年鑑出版社．

中国社会科学院経済文化研究中心主編２０００．『三

網合一 中国電訊産業発展戦略研究』中国審

計出版社．

＜英語文献＞

Lieberthal, Kenneth and Michel Oksenberg１９８８．

Policy Making in China Leaders, Structures, and

Processes. Princeton : Princeton University

Press.

（アジア経済研究所地域研究センター，２００９年２

月２３日受付，２００９年９月７日レフェリーの審査を

経て掲載決定）
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